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平成２０年２月号 

今回のテーマ 
税制改正情報 第１２号 

 税源移譲に関する個人住民税の留意点 
大久保 久美子 

 平成１８年度税制改正において、個人住民税については平成１９年度分から、所得税については平成１９

年分から税率等が改正されることとされました。個人住民税と所得税とを合わせた税負担は、基本的には変

わらないとされていますが、個人住民税と所得税とでは、税額の変わる時期が異なることや、税額の変動に

伴う措置が講じられていることなどから、留意すべき点があると考えられます。今回は、こうした点につい

てみていきましょう。 

 

   １．調整控除の創設１．調整控除の創設１．調整控除の創設１．調整控除の創設    

今回の改正により、個人住民税と所得税の税率が改正されましたが、これらの税率を合わせた税率は、基

本的には変わりません。しかし、個人住民税と所得税とでは、人的控除の額（基礎控除等）に差があること

から税負担が増加するケースが生じてきます。個人住民税の人的控除の額は、所得税のそれよりも低く設定

されています。このため、所得税よりも個人住民税の方が、課税の対象となる金額が多くなり、この多くな

った部分の税率が５％から１０％に引き上げられることとなるため、税負担が増してしまいます。 

 この、個人住民税と所得税の人的控除の額の差に基づく税負担の増加を調整するために、次の額を個人住

民税の所得割額から控除することとしています。 

（イ） 個人住民税の合計課税所得金額が２００万円以下の者 

下記①と②のいずれか小さい額の５％ 

①人的控除額の差の合計額 

②個人住民税の合計課税所得金額 

  （ロ）個人住民税の合計課税所得金額が２００万円超の者 

     ｛人的控除額の差の合計額－（個人住民税の合計課税所得金額－２００万円）｝×５％ 

       ただし、この額が２，５００円未満の場合は２，５００円とする。 

 この調整控除は、平成１９年度分の個人住民税（平成１９年６月徴収分）から適用されており、市町村に

おける個人住民税の賦課決定の過程で、調整控除額が算出され、自動的に適用されているため、納税者が申

告する必要はありません。 

 

   ２．平成１９年の所得変動に対する経過措置２．平成１９年の所得変動に対する経過措置２．平成１９年の所得変動に対する経過措置２．平成１９年の所得変動に対する経過措置    

 平成１８年中の所得があり、平成１９年度分の個人住民税は課税されたが、平成１９年中の所得はなく、

平成１９年分の所得税が課税されない場合、平成１８年中の所得に課税された平成１９年度分の個人住民税

の増額を、平成１９年分の所得税の減額で調整することができなくなってしまいます。 

 このため、次の２つの条件に該当する場合、平成１９年度分の個人住民税の税額を、改正後の税率（１０％）

による税額から改正前の税率（５％、１０％、１３％）による税額まで減額する経過措置が設けられました。 

  （イ）平成１９年度個人住民税の課税所得金額  

＞ 個人住民税と所得税の人的控除の差額の合計額 

  （ロ）平成２０年度個人住民税の課税所得金額  

≦ 個人住民税と所得税の人的控除の差額の合計額 

 この措置の適用を受けようとする方は、平成２０年７月１日から平成２０年７月３１日までに、平成１９

年１月１日現在の住所地の市町村に申告する必要があります。申告に基づき、平成１９年度分の個人住民税

が、実際に減額されるのか、されないのかについての結果は、市町村から申告した方へ通知されることにな

っています。 
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平成２０年２月号 

今回のテーマ 相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ ④ 税理士 朝 倉  令 子 

 

ＱＱ５５    各各種種控控除除ににつついいてて教教ええててくくだだささいい  

 

ＡＡＡＡＡＡＡＡ５５５５５５５５ 配偶者の税額軽減以外には、次のような控除があります。 

 

①贈与税額控除    死亡前３年以内に贈与を受けたり、相続時精算課税制度を利用して

贈与を受けた場合には、すでに支払った贈与税を控除します。    

②未成年者控除    ６０，０００円×（２０歳－相続開始時の相続人の年齢） 

③障害者控除    ６０，０００円×（７０歳－相続開始時の相続人の年齢） 

特別障害者の場合には、 

１２０，０００円×（７０歳－相続開始時の相続人の年齢 

④相次相続控除    １０年以内に相次いで相続があった場合には、相続税の軽減対象と

なります 

 

 

 

 

ＱＱ６６    相相続続税税のの負負担担額額のの目目安安はは？？  

 

ＡＡＡＡＡＡＡＡ６６６６６６６６ 相続税は超過累進税率ですので、法定相続人が多いほど負担額が軽くなります。 

 

□相続税額早見表                            （単位：万円） 

            法定相続人法定相続人法定相続人法定相続人    

遺産総額遺産総額遺産総額遺産総額    

配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供

１人１人１人１人    

配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供

２人２人２人２人    

配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供配偶者と子供

３人３人３人３人    

子供１人子供１人子供１人子供１人    子供２人子供２人子供２人子供２人    

１億円１億円１億円１億円    ― ― ― ６００ ３５０ 

２億円２億円２億円２億円    ５００ ３８０ ３２５ ３，９００ ２，５００ 

３億円３億円３億円３億円    ２，７０７ ２，１４７ １，８６７ ７，９００ ５，８００ 

５億円５億円５億円５億円    ６，９００ ５，８５０ ５，２７５ １７，３００ １３，８００ 

１０億１０億１０億１０億    １８，５５０ １６，６５０ １５，５７５ ４２，３００ ３７，１００ 

２０億２０億２０億２０億    ４３，５５０ ４０，９５０ ３８，３５０ ９２，３００ ８７，１００ 

（注１）遺産総額は、基礎控除を控除する前の「課税価格の合計額」をさします。 

（注２）配偶者の税額軽減をフルに活用して、遺産を分割したものとし、未成年者控除などは無視していま

す。 

 

 

 

 



 

 

株式会社株式会社株式会社株式会社    ＦＰタックスＦＰタックスＦＰタックスＦＰタックス    

http://www.fp-tax.com 

    FPTFPTFPTFPT    

 

 

ＱＱ７７    法法定定相相続続人人とと相相続続割割合合ににつついいてて教教ええててくくだだささいい  

 

ＡＡＡＡＡＡＡＡ７７７７７７７７ 法定相続人と相続割合は、次のとおりです。 

■ 相続人とは 

被相続人と一定の関係にある人が相続人となります。 

具体的には、配偶者・子・親・兄弟などが一定の関係があるということになります。 

相続人となることができる人は、以下のルールに従って決められます。 

① 被相続人の配偶者は常に相続人になります 

② 被相続人の子が第１順位の相続人になります 

③ 子が被相続人の相続開始以前に死亡しているとき、または欠格、廃除によって相続権を失っている

ときは、その子などの直系卑属（被相続人の孫、ひ孫）が相続人となります。これを代襲相続とい

います。養子は養子縁組をした日から嫡出子としての身分を持ちます。 

④ ②および③の相続人がいない場合には、被相続人の直系尊属（父母、祖父母）が相続人となります。 

⑤ ②、③および④の相続人がいない場合には、被相続人の兄弟姉妹が相続人となります。 

⑥ ⑤の兄弟姉妹が被相続人の相続開始以前に死亡しているとき、または相続権を失っているときは、

その子（被相続人の兄弟姉妹の子）が代襲相続人となります。兄弟姉妹の孫が代襲相続人になるこ

とはありません。 

 

 

次号の予告次号の予告次号の予告次号の予告    

    

１．保険見直し４～保険見直しの前提となる公的保険③ 傷病手当金～ 

 

２．税制改正情報 第１３号 電子証明書等特別控除 

 

３．相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ ⑤ 

 


